










（３）契約書及び完成認定書について 
 完成認定書を作成し、契約の相手方に交付するべきであったものについて、完成認
定書が作成されていなかった。 
規則において、完成認定書の作成、交付を要求しているのは、検査は、適正な履行
の確保のために必要不可欠なものであるので、これを明確にしておく意味があること、
また、県の支払に当たっては、遅延がないように適正迅速にされなければならないと
ころ、支払は、履行の確認の後、契約の相手方からの支払請求を受けてなされるもの
であるから、検査がされ、契約の相手方に通知したことを明確にしておく意味がある
こと、であると考えられる。そして、この省略は、少額の場合の事務処理上の便宜の
ためと考えられる。今後は、事務処理の趣旨を踏まえて、過誤の再発防止に努める必
要がある。                              【結果】 

契約金額が 100 万円以上のものについては完成認定書が必要であるところ、契約
担当者が誤って省略してしまったものです。 
平成 19年度においては履行確認の方法等について周知徹底し、適正な執行に努め
ており、完成認定書・履行確認書が必要なものについては、すべて作成及び交付し、
履行確認の方法について、適正に努めています。 
 

教育委員会 
（松阪工業 
高等学校） 

（４）特殊勤務の実績簿について 
 特殊勤務についての履行確認は、実績簿を監督者及び所属長が行うことになってい
るが、実績簿上の「従事した業務内容」欄は、従事した業務内容が簡単にしか記載さ
れておらず、従事した業務内容が特殊勤務手当の対象となる業務かどうか、実際に業
務が実施されたかどうかを当該実績簿だけで判断することは所属長を含む第三者が判
断することは困難となっている。 
たとえば、変則勤務手当は正規の勤務による勤務の一部が午後八時から翌日の午前
七時までの間に開始又は終了する業務に対して支払われる手当であるが、開始時刻又
は終了時刻が記載されていない。また、廃棄物等現場指導業務手当は廃棄物処理施設
その他の現場における指導又は監視の業務に対して支払われる手当であるが、現場の
住所が記載されていない。さらには、危険作業手当は交通を遮断することなく行う道
路の維持修繕の作業、工事現場における爆破作業の監督業務等に対して支払われる手
当であるが、現場の住所が記載されていない。逆に、現場調査という業務内容で危険
作業手当が支払われているが、調査をすることが維持修繕の作業にあたるのか疑問で
ある。 
特殊勤務に該当する業務は現在 35種類あり、その業務内容等も多様なものとなって
いる。実績簿には手当の支給の根拠となる業務の実態を明確に記載することが必要で
あり、任命権者は各所属において適切な記載が行われるよう周知するほか、必要に応
じ実績簿の様式の見直しを検討する必要がある。            【結果】 

（健康福祉部） 
特殊勤務手当実績簿の様式については、昭和 41年 10月 22日付け人委第 958 号人
事委員会委員長通知により定められているところであります。 
  実績簿上の「従事した業務内容」欄について、指摘を受けた以降、特殊勤務手当
の対象業務であることが客観的に判るよう目的・訪問場所等をより具体的に記入す
るようにしています。 
 なお、平成 19 年 3 月 30 日付けで総務部給与福利室長から各地域機関の長あて特
殊勤務実績簿の適正な記入についての指導があり、所内各職員あて周知徹底を図り
ました。 
（環境森林部） 
廃棄物等現場指導業務をはじめ、特殊勤務については、従事する際に所定の実績
簿に必要事項を記載して決裁を受けています。 
各所属長は、これらの業務について、旅行命令書や復命書（口頭での復命を含む。）、
監視指導業務日報などにより勤務実態・従事内容を把握していますが、所定の実績
簿についても、記入例を添付して支給要件となる現場名を記載するよう周知し、適
切に処理しています。 
（農水商工部） 
特殊勤務の具体的な内容がわかるよう記載し、適正な処理を行いました。 
（県土整備部） 
職員に対して、実績簿に手当の支給の根拠となる業務の実態を明確に記載するよ
う徹底を図るとともに、業務の実態を記載する欄を拡充するなど実績簿の様式の見
直しを行いました。    
なお、指摘のあった「現場調査」について調べたところ、実際には単なる調査で
はなく高所での作業や交通を遮断せずに作業を伴う等、手当支給の該当条件に合致
したものでした。 
（総務部） 
特殊勤務手当の対象となる業務が実際に実施されていることが、実績簿で明確に
判断できるよう、平成19年 3月 30日付けで各部局等あてに通知を出しました。 
その中で、業務内容に応じた実績簿の記載例等を添付し、支給の根拠となる業務
の実態を実績簿に記載するよう各所属への周知を図っています。 
今後も、引き続き、適切な運用に努めていきます。 
（教育委員会） 
平成 19年度は給与担当者会議等（延べ 3回）において、実績簿の適切な記載につ
いて周知しました。 
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ことができるのか疑問である。前工事での堀削改良残土の処分は前工事の変更工事
で施工すべきではないか。なお、堀削改良残土を当工事で使用するのであれば、当
工事の積算時に掘削改良土の運搬処分費用を入れるべきではなかったかと考えら
れる。 
今回のケースは、前工事と後工事が同一の監督員であったものの、次工事への申
し送り事項を書面で残していなかったため、当初の積算時に掘削改良残土の運搬処
分費用がもれたものである。たとえ同一の監督員であっても、次工事への申し送り
事項がある場合には書面に残す等により適正な当初積算を行う必要がある。 

【結果】 

いよう、内容を整理した上で書面に残し、工事担当室全員による情報共有を図るよう、
仕組みを明確にしました。 

（４）変更理由書の記載方法について 
 工事変更契約の場合は変更理由書において変更内容を明確に記載するとともに、
その摘要欄には「三重県建設工事設計変更要領」第 4条 設計変更の適用基準の条
項を記載する必要がある。これは設計変更はやむを得ない事情がある場合に限られ
たものであることから、明確に記載することによって適正な業務の執行を確保しよ
うとするものである。しかしながら、変更理由書に記載されている理由と実際の変
更理由が一部異なっているケースがあった。今後は県民への説明責任を果たせるよ
うな誤解のない記述をする必要があると考えられる。            【結果】 

県民への説明責任を果たせるよう、変更理由書に誤解のない記述をすることを全職
員に徹底しました。 
また、チェック体制の強化に努めるとともに、職場研修等を通じて再発防止に努め
ています。 
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（５）設計変更の適用基準の解釈について 
 「一級河川大内山川県単河川局部改良工事」については、第１回の増額変更理由
として、「当初、施工箇所の起点であるNo.0よりの工事を計画していたが、地元地
域より水衝部である No.2～4付近よりの工事施工を強く要望されたため、施工位置
を変更いたしたい。また、それに伴い嵩上工が削除され、パラペット工が増工とな
り経費の増加が生じたため、施工延長を減工したい。」としている。 
三重県建設工事設計変更要領第 4条 8号の「工事施工区域において要望がある等
の事由があり、公益上変更の必要があると認められる場合」に該当すると判断して
いるが、設計変更はやむを得ない場合に限られるのであるから、工事施工区域につ
いては限定的に解釈する必要がある。たとえ一連の事業整備区間内の工事であって
も施工場所が変更され、更には工法も嵩上工を削除しパラペット工が増工となった
ことは、工事内容が実質的に変更されたということであり、設計変更で想定されて
いるものと乖離すると思われる。                              【結果】 

全職員を対象に、「設計変更はやむを得ない場合に限られる」旨、徹底を図りました。 
今後は、工事について地元との合意形成の徹底を図るべく、工事発注前に地元関係
者へ施工箇所、工事内容等について説明を行い、十分理解を得たうえで工事発注を行
います。 
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（６）繰越事業の工期設定について 
 農村振興総合整備統合補助事業のうち平成16年度繰越事業 25,359千円について
は、当初平成18年 2月 28日が工期であったが平成 18年 3月 31日に工期変更され
ている。この変更は工事の施工上必要と認めたものであり、また農政局の承認も得
ており適切な事務執行といえる。ただ、当該事業は平成 17 年度に全額概算払いし
ているため、県の履行確認は平成18年 3月 31日までに実施する必要があり、それ
に必要な日数を勘案すると工期変更は認めるべきでなかったといえる。実際には工
期以前に工事は終了し、県も 3 月 30 日に現地及び書面による履行確認を実施して
いるため事無きを得たが、補助金について概算払いをした場合には年度末までの履
行確認が必要になるとともに、補助金の繰越は翌年度までとなっており、仮に完成
していない場合には補助金の返還もありえることから、工期の設定には慎重を期す
る必要がある。                                       【意見】 

補助事業実施者に対し県の履行確認に必要な日数を勘案した適切な工期を設定する
よう指導するとともに、当該年度の金額を確定するため、年度内に概算払精算書を徴
収し、履行確認を行うことを徹底しました。 
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（７）契約保証金の保証期限延長について 
 契約の相手方となる者は、県と契約する際に、その契約金額の100分の 10以上の
契約保証金を納めなければならない。これを納付させることによって、契約相手方
の契約上の義務の安全な履行を促進させるとともに、将来、契約の相手方が契約上

本工事は、勤労者福祉会館の 6 階の耐震等工事で、アスベストの除去工事が含まれ
ていたため、関係機関との調整、アスベスト処理業者への搬入時期の調整等に予想外
の期間をようし、やむなく工期を延長し、予算の繰越を承認いただき、平成18年 4月
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